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諸収入

うち県営事業

　　※　普通会計は自治体間の財政比較をするために用いられる統一的な会計区分であり、入間市では一般会計、後期高齢者医療特別会計及び土地区画整理事業特別会計の一部で構成されています。

※　表中の構成比及び住民一人当たりの額については、表示単位未満四捨五入のため、積み上げた数値とその合計値は必ずしも一致しません。　

災害復旧事業費 24,001 0.0% 9095.8% 169円 101

・埼玉西部消防組合 0 0.0%

臨時財政対策債 0
合　　計 6,380,355 合　　　計 91.7% 合　　計 30,367,60855,570,425 100.0% 8.3% 391,754円 32,375,515 27,854,513

減収補填債特例分 0

1,136,222 0

小    計 30,367,608

52.4% 28,284円

0

うち単独事業 4,012,107 7.2%

0.0% 0円 0

18,861

議会議長 H10.4.1 493,000円 ・瑞穂斎場組合 介護保険

議会議員 H10.4.1 414,000円 ・埼玉県後期高齢者医療広域連合

27,002

0

教 育 長 R2.10.1 720,000円 ・入間西部衛生組合 後期高齢者医療 2,165,165

うち補助事業 4,932,517 8.9%

16.1%

1,981,462

0.0% ▲22.7% 12円 0

72.9% 63,057円 1,347,896 0

財産収入94.1% 34,773円 211,674 0

区 　分 適用開始 給料・報酬月額 ・埼玉県市町村総合事務組合 下水道 235,530

使用料・手数料 91,308

副 市 長 R2.10.1 783,000円 ・埼玉県都市ボートレース企業団 国民健康保険 1,174,248

普通建設事業費 8,944,624

0 0.0% 0.0% 0円 0 0

貸  付  金 1,740

0

市    長 R2.10.1 931,000円 ・彩の国さいたま人づくり広域連合 宅地造成 823,950

前年度繰上充用金

積  立  金 863,707 1.5% 60.0% 6,089円 780,622 78,741

1.8% 15,839円

4,656,012 3,959,364 13.0%

地方交付税

0

分担金・負担金

法人事業税交付金

0

国有施設等交付金

交通安全対策特別交付金 12,363

地方特例交付金 135,872

3,775,497

▲23.3%

0.0% 0円 0 0

6.1% 43,320円

294,05512,737円 1,362,182 970,901 3.2%

5.1%

うち一部事務組合分 2,246,718 4.0%

特　　別　　職　　等 一部事務組合への加入等の状況 公営企業等への繰出 繰  出  金 6,144,987 11.1%

うち組合分以外 1,806,773 3.3%

投資及び出資金 0 0.0%

3,162,471 10.4%
自動車税環境性能割交付金 64,507

▲11.2% 28,576円 3,558,418臨時職員 - - - 介護保険 13,254,633 補 助 費 等 4,053,491 7.3%

2,196,236 2,191,570 7.2%合　　　計 812人 42.1歳 334,750円/月

ゴルフ場利用税交付金 46,241技能労務職員 59人 49.6歳 300,356円/月 後期高齢者医療 2,716,578 6.0% 384,648 0.7% ▲6.1% 2,712円 380,471 372,845

▲ 2.1%

維持補修費

14.4% 2.7% 56,426円 5,709,615 5,138,987 16.9%

1.2%

313,552教育公務員 13人 44.1歳 427,462円/月 会　 計　 名 歳出総額 増減率（％）

物  件  費 8,004,076

2.0% 25,578円 3,628,291 3,628,291 11.9% 株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金 3,772,950消防職員 - - - 国民健康保険 13,905,679

公  債  費 3,628,291 6.5%

14,484,623 26.1% ▲0.2% 102,112円 4,183,412 3,660,946

- - 利子割交付金 35,858区　　分 職員数 平均年齢 １人あたり給料
会計別決算状況（公営企業会計は除く）

扶  助  費 12.1% 配当割交付金 188,674一般職員 740人 41.5歳 335,864円/月

うち職員給 5,668,053 10.2% ▲2.0% 39,958円 5,104,678

16.3% 0.5% 63,703円 8,130,677

地方税 21,188,345
一　　般　　職　　員　　等

収入比率 0.3%

人  件  費 9,036,237 地方譲与税 323,781ラスパイレス指数 101.4 7,931,609 26.1%

市たばこ税

9.5% 408,758円 経常一般財源収入実質単年度収支
1,486,582 ▲ 202,654

土地開発基金 303,075 

歳　　　　出　　　　内　　　　訳　　　　（　　性　　質　　別　　） 区        分 決  算  額F＋G＋H－I＝J
収益事業

収入額 80,000 

区        分 決 算 額 構成比 増減率 住民一人当たり 一般財源等 うち経常一般財源等 経常収支

9,411円

合　　　計 57,982,288 100.0%

地  方  債 7,081,300 12.2% 106.8% 49,921円

軽自動車税 390,262

うち法人 1,369,262 6.1%

1.7% 徴収率 98.7%積立金取り崩し額
0 392,271

財政調整基金 3,919,962 

904,168 4.0% 実質徴収率 98.7%I 定額運用基金現在高 432,643 

諸  収  入 1,334,881 2.3% 5.8%

都市計画税

22,567,588 100.0%H 積立基金現在高 5,458,615 42.3% 合　　計
0 0

債務負担行為額(支出予定) 15,664,170 

繰  越  金 1,614,657 2.8%

▲49.5% 4,510円

32.6% 11,383円 固定資産税 9,539,103

39.8% 鉱産税 2 0.0%G 地方債現在高 32,432,234 

繰  入  金 639,752 1.1%

75,106 0.1% ▲65.2% 529円 うち個人 8,985,548
415,683 2,435

歳入一般財源等 34,787,378 

寄  附  金

1,379,243 6.1%繰 上 償 還 額

構成比F 経常収支比率 91.7%

財 産 収 入 607,963 1.1% 159.4% 4,286円

3.3% 25,402円 区　　分 決 算 額 構成比 区　　分
1,070,899 187,182

市 民 税 10,354,810 45.9% 特別土地保有税 0 0.0%積　立　金

C－D＝E 義務的経費比率 48.9%

国庫支出金 10,334,033 17.8% ▲1.8%

0.5% 1.6%
2,253,132

単 年 度 収 支　　

使  用  料 414,128実　質　収　支

決 算 額

0.7% ▲0.0% 2,919円
1,182,233

公債費負担比率 10.4%

手  数  料 269,351

経常一般財源等比率 103.6%

県 支 出 金 3,603,331 6.2%

32,375,5151,899円 合　　計 55,570,425 100.0%

72,852円 市　　税　　の　　内　　訳

8.3% 391,754円

1.9% 555円0.1%翌年度へ繰り越す
158,731 432,424

債務負担行為含む 7.1%

分担金・負担金 181,660 0.3% ▲1.3% 1,281円

A－B＝C 公債費比率 7.1%

国有施設等交付金 78,741

べき財源       D 起債制限比率 6.6%

0.0% ▲6.4% 87円

3,775,497 6.5% 8.5%

歳入歳出差引額
2,411,863 1,614,657

実質収支比率 7.7%

0B 財政力指数 （３ヵ年平均） 0.85

うち特別交付税 216,446 0.4% 7.5% 1,526円

26,616円 諸 支 出 金 0 0.0% 0.0% 0円

交通安全対策交付金 12,363

歳　入　総　額
57,982,288 52,943,413

歳　出　総　額
55,570,425 51,328,756

標準財政規模(臨財債含) 29,306,423 

うち普通交付税

101A 基準財政収入額 20,120,111 

地方交付税 3,991,943 6.9% 8.5%

0.2% ▲83.5% 958円 災害復旧費 24,001 0.0%

3,628,29128,142円 公  債  費 3,628,291 6.5% 2.0% 25,578円

1,938,671

法人事業税交付金 294,055 0.5% 3.9% 2,073円 教  育  費 10,187,913 18.3%

▲5.5% 455円 消  防  費 2,192,301 4.0% 11.1%

44.2%

▲1.0%1.1％ 26.1％ 72.8％

基準財政需要額 23,874,684 

地方特例交付金 135,872 9095.8%

0.1%

1,227円 156,48749,449人

71,822円 4,024,066

6.5% 7.3% 26,598円

965円 130,324326円 商  工  費 136,874 0.3% ▲23.2%

自動車取得税交付金 1 0.0% 皆増 0円 土  木  費 4,339,023 7.8% ▲4.0%

18.6% 2,210円 労  働  費 5,424 0.0%

農林水産業費 174,073 0.3% ▲5.6%

27,108円 3,175,700

R7.3.31 142,880人 3,321人 1.1％ 25.2％ 73.7％ 株式等譲渡所得割交付金

0.3% 2.5% 1,330円 衛  生  費 3,845,333 6.9%
2

720人 16,467人 48,092人 配当割交付金 188,674

38円 3,9240.6%313,552 ▲13.6%人　口

R8.3.31 141,850人
人口密度

3,259人

職業
人口

世帯数 R8.3.31 69,006世帯 59,004世帯

地方消費税交付金 3,772,950

▲11.6%

ゴルフ場利用税交付金 46,241

増加率 ▲0.7％
世帯数

61,222世帯
27

755人 17,772人

2,283円 総  務  費

民  生  費 23,498,779 42.3% 0.7% 165,659円 11,544,235第3次 利子割交付金 35,858 0.1% 270.8% 253円

265,496 0.5% 2.9% 1,872円 265,388

住 民 基 本 台 帳 人 口 等
2年 145,651人 27年 124,151人

地  方  税 22,567,588 38.9% 6.6% 159,095円 議  会  費

7,272,917 13.1% 23.5% 51,272円 5,329,436
増加率 ▲3.8％ 産業構造

面　     積 44.69ｋ㎡

人口

7年 140,180人
人口集中地区人口

2年 122,530人

増減率

第１次 第2次

地方譲与税 323,781 0.6% 1.1%

令和７年度　普通会計決算状況調書
さいたまけん い る ま し

112259（単位：千円） 埼 玉 県 入 間 市
市 町 村 類 型 Ⅲ－３

国　　勢　　調　　査　　人　　口　　等
歳　　　　入　　　　内　　　　訳 歳　 　出 　　内　 　訳　 　（　目　的　別　）

交付税種地区分 Ⅱ－７ 区　　　　分 決 算 額 構成比 住民一人当たり 一般財源等住民一人当たり 区　　分 決  算  額 構成比 増減率

30,589円 2,178,892

自動車取得税交付金 1

区　　　分 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 区　　　分 指　　数　　等
自動車税環境性能割交付金 64,507 0.1%

169円

15,455円


